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Ⅰ  はじめに  

近年、移動通信技術の革新を受け、世界各地で IoT（ Internet of Things）

や AI（Artificial Intelligence）活用したリアルタイムのモビリティ情報

の統合がみられ、利用者個々人のその場その場の移動ニーズに合った統合

型交通サービスが提供され、ドアツードアの移動を果たせる公共交通のパ

ッケージサービス、つまり MaaS（Mobility as a Service）の構想が現実

味を持つものになりつつある。  

本研究は、まず、地域住民、地方観光の足となる二次交通および地域住

民の暮らしを支える地域内物流に注目し、モビリティプラットフォームを

介した統合型交通サービスの提供に関する国内外の先進事例を用いて国

際比較研究を行い、新型コロナウイルス感染症危機後の交通のあり方、さ

らにモビリティ情報の統合および輸送具の技術革新による次世代の交通

サービス供給システムの形成、交通ネットワークの再構築について考え、

交通まちづくりの進化を促すための政策提言を行うことを目指すもので

ある。  

 

Ⅱ  研究内容  

１．地域交通における統合的政策の意味  

1920 年代後半から鉄道と道路輸送の競争激化という交通サービス市場

の変化（後退）に直面した際、英国および米国で交通調整論（ co-ordination 

of transport ないし integration of transport）が論じられ、英米のみなら

ずその後の 1955～1975 年（昭和 30～60 年）日本の道路、鉄道政策の形
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成にも大いに影響を与えた。この交通調整論についてイギリス研究者 W.A.

ルイスは、２つの産業（交通手段）を調整（ co-ordinate）することは、

①事業者間の私的合意、②国営化、③自由競争、④合併、⑤交通量を配分

する立法、⑥免許制、あるいはその他の方策によっても可能であると論じ

た。さらに、彼は①～⑥の方策について完璧な判定を下すには、調整の目

的が何であるのか、2 つの産業の間の正しい機能分担を確保するための原

則は何かを知っていなければならないと述べ、交通調整論が依拠すべき原

理、原則は回避可能な社会的費用（ escapable social cost）にあると帰結

した。  

2010 年前後から、交通分野において、 IoT（ Internet of Things）や AI

（Artificial Intelligence）の技術革新により、「Uber」や「DIDICHUXING」

を代表とする配車アプリケーション（以下配車アプリと略す）や、シェア

サイクル、電動スクーターなどを代表とする輸送具のシェアリングによる

シェア・サービス、「Whim」など公共交通サービスの利用を促す MaaS

（Mobility as a Service）系サービスが世界各地で利用可能となった。モ

ビリティサービス仲介業者を分析対象とする関連研究が進められている

中、利用者の気持ちに寄り添う統合型交通サービスの MaaS 構想がフィン

ランドで提唱、実践され、都市部での公共交通の利用促進に成果を上げた。

既存研究によると、MaaS はその統合の程度に応じて「レベル 1：情報の

統合（ integration of information ）」「レベル 2： 予約、 決済の統合

（ integration of booking and payment）」「レベル 3：サービス提供の統

合（ integration of the service offer）」「レベル 4：政策の統合（ integration 

of policy）」4 段階に分けられるものである。そして、レベル 1 からレベ

ル 3 までの MaaS 統合が事業者および事業者間の連携により実現しうるも

のであり、さらにレベル 4 の政策の統合に推し進めるには、時代変化に合

った産業間（交通手段間）の調整（ co-ordinate）のあり方を検討する必

要があると見られる。交通産業のデジタルトランスフォーメーションが推

し進められている中、交通手段の間の適切な機能分担を確保するための原



令和５年度学長裁量研究成果報告書（様式３号）３－３ 

 3 

則は何か、また、交通サービス市場と私的交通の位置関係について問い直

す必要があり、デジタル時代に適合した交通調整論の展開（再解釈）が求

められると考える。  

この部分の研究は、交通サービス市場の後退とマイカー交通の成長時代

における交通調整論（ co-ordination of transport）の歴史的考察を踏まえ、

規範的な分析方法の具体的な実践例の１つであるシステム分析（ SA：

Systems Analysis）および交通政策学のメタ理論としての「解釈の循環」

概念から次世代交通サービスの社会実装に向けた政策分析のあり方につ

いて考察し、インターディスプリナリーアプローチによる交通政策学の新

たな展開可能性について考えた。  

本研究の内容について、2023 年 5 月 27 日の東アジア学会第 33 回大会

で「日本における地域交通の統合的政策の意味に関する一考察」というテ

ーマで研究報告を行った。  

２．交通調整論 1の再考  

ビジネスモデルの多様化、輸送具の情報端末化を代表とする第 3 次交通革

命の“創造的破壊”に対処するため、公共交通の DX を基本とする MaaS の

政策的インプリケーションを考える必要がある。ここで、まず、第 2 次交通

革命による“創造的破壊”に対する日本国内の政策実践（昭和 30～60 年の

総合交通政策）、その理論背景としての交通調整論（ transport coordination）

を再度整理し、「解釈の循環」過程からみた経験と教訓を振り返る。  

 国内における交通調整論の展開には、以下の①と➁の二通りの解釈が中心

となる。  

①イコール・フッティング論   

イコール・フッティング論は、高度経済成長期に入った昭和 30 年代の頃

 
1 交通調整論は、 1930 年代から欧米先進国で論じられ開花していた論理であり、 19 世

紀末からの自動車の出現、 1908 年のフォードの T 型自動車の大量生産などを代表とす

る第 2 次交通革命による「交通市場の競争化現象」を分析するための論理である。斎藤

（ 1982）、 pp.245-255、斎藤（ 1991）、 pp.193-230。国内においては、都市計画、交通工

学、交通政策などの他分野からの多くの先行研究から形成されており、本研究は交通政

策の側面から国内の交通調整論の意味を考えることにする。魏（ 2011）。  
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から論じられ、その後、昭和 46（ 1971）年答申の論拠の１部としてその役

割を果たしたといえる。イコール・フッティング論は、そもそも道路交通と

鉄道との通路費負担の不平等という問題意識から発したものである。それは、

交通サービス市場における競争条件の完備を図り、公正な競争市場のもとで

消費者の自由選択による資源配分が一番効率的となるという経済学の基本的

な考えをベースとし、消費者主権に対する干渉は望ましくないという立場を

とっていたと考える。  

②適正分野論  

 適正分野論は、資源配分を完全に市場に任せることの合理性、あるいは競

争によるモーダル・スプリットの適正性について懐疑的であり、①とは異な

る政策論理を提示したのである。①は競争条件の平等化による競争市場の活

性化を中心に考えたのに対し、適正分野論は、市場から除外された他の要素

（市場の失敗）を考慮に入れ、政府による需要の誘導・管理を通じて適正な

分担関係確立の必要性を指摘し、政府の総合的なコントロールを求めたので

ある   。  

第 2 次交通革命期におけるモータリゼーションの“破壊”を和らげ、鉄道

の救済策として考えられていた「総合交通政策」は、1990 年代に入り「国に

おける総合化の放棄」と「市場重視の進展」により終焉を迎えた  が、「回避

可能な社会的費用（ escapable social cost）」  を抑えるための試みであり、

交通政策史の一部として評価すべきと考える。  

この部分の研究について、2023 年 7 月 20 日、佐世保校で開催された合

同ゼミで「日本版 MaaS の行方―解釈の循環からみた」というテーマで交

通調整論の理論展開、交通調整論と交通統合との関係性などについて紹介

し、交通手段間の連携と統合による公共交通サービスのバージョンアップ、

地方における MaaS の展開可能性について説明した。  

また、2023 年 7 月 25 日、佐世保市商工会議所交通・運輸部が主催する

セミナーで「「MaaS とは？」を基礎から学ぶ～」というテーマで、交通

政策史における交通調整論、交通統合そして MaaS との関係性を説明し、
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新しい移動サービスと地域社会、地方観光型 MaaS の導入可能性について

紹介した。  

３．次世代交通と日本版 MaaS の実践方法  

次世代交通と日本版 MaaS の実践方法を考察するため、本研究は、交通手

段の多様化の裏面にある交通事業全体の安定性・継続性の問題に着目し、交

通手段間のバランス調整を試みる「交通調整論」の歴史（解釈の循環）をト

レースすることで、第３次交通革命期に適合しうる MaaS の実践方法を整理

し、次世代交通サービスの社会実装に向けた政策分析のあり方について考察

した。  

 本研究では、まず、交通サービスの進化、交通の統合と MaaS、MaaS の

類型化から IoT と AI の技術革新による第３次交通革命、また次世代交通サ

ービスのそのもの意味合いを整理した。つぎに、第２次交通革命に追随して

論じられていた「交通調整論」の政策理念、「シームレス交通」「地域公共交

通の統合」「MaaS による統合」といった、交通システムのあるべき姿をめぐ

る先行研究をレビューし、そこにある解釈学的循環を明らかすることで、次

世代交通サービスの政策的インプリケーションについて考察した。そして、

日本における次世代交通サービスの社会実装の現状と課題を整理し、最後に、

課題解決に向けた今後の日本版 MaaS の方向性について試論した。  

 本研究の内容について、2023 年 10 月 8 日の日本交通学会第 82 回全国

大会で「日本版 MaaS の実践方法に関する一考察」というテーマで研究報

告を行った。  

 また、海外の MaaS 事例収集のため、2023 年 9 月 16 日～23 日カナダ

モントリオール市における公共交通の現地調査を行い、市内の地下鉄、シ

ェアサイクル、配車アプリケーションサービスなどの利用環境などについ

て確認した。  

 

Ⅲ  研究成果  

１．交通サービスの進化について  
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IoT 技術の進展により近年、交通分野においても、都市部でフル活用さ

れていない自動車、駐車スペースや運転免許証所持者の余暇時間などを新

たな交通サービスの生産に充てられるようになり、また、出発地や目的地

から最寄りの公共交通の乗降地までの移動を楽にするためのシェアサイ

クル、電動キックボードなどの導入も各地でみられるようになった。これ

らのシェアリングモビリティは公共交通を補うための存在として成長し、

事前に計画しておかなくても随時利用可能なパーソナルサービスとして

認知されるようになった。また、交通サービスの進化を支えてきた輸送具

市場をみると、交通サービスの自己生産に優位性を与えた自動車産業は、

現在、スマートシティの社会実装を視野に入れた CASE の進化を追求して

おり、さらに、大都市部での少人数の乗合輸送をなしうる eVTOL 関連の研

究開発も各国で展開されている  。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１  交通サービス生産の技術的な「しくみ」  

注：①情報（モビリティ情報）は、輸送対象の移動のルート計画、予約、決済から乗換案

内など関連のすべての情報であり、交通サービス生産の➁～⑤の生産要素に関わる情

報のことである。  

出所：衛藤（ 2003）、 p.７。筆者加筆。  

 

このように、IoT と AI の技術革新による交通サービスの進化は、①ビ

ジネスモデルの多様化、➁輸送具の情報端末化という 2 側面からのサービ

 

①   情報 (モビリティ情報 ) 

②  労力（人的資源）  

③   動力（動力・制御施設） 

④   輸送具（可動施設）  

⑤   通路（固定施設）  

資源  

移動の実現（交通サービス  

の生産・消費）  

 

 

輸送対象＝ヒト・モノ  
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スのデジタルトランスフォーメーション（以下 DX と略す）として読み取

ることができる。①は、交通サービスの生産要素の部分的共有によるもの

で、➁は、輸送具のナビゲーションシステム、運転支援技術、他の端末と

のコネクティビティ、動画視聴、インターネット接続等のエンターテイン

メントシステム、エネルギー効率の向上などといった「多機能化」、自動

運転向けの情報処理の「高性能化」、ユーザーに合わせてカスタマイズ可

能の「カスタマイズ化」、またリアルタイムデータの共有、遠隔監視と管

理、車両データの分析などといった「グラウンド連携」を特徴とするもの

である。 

さらに、国内外の MaaS 事例から確認できるように、交通サービスは、

地域社会に「与えるもの」から「ともに生み出すもの」すなわち交通事業

者、輸送対象となる利用者および関連主体との「共創」 2による次世代サ

ービスの方向へと動き出している。  

交通はもともと人間の意思ないし行為から生み出されるものであり 3、

そのサービス生産は、交通事業者、輸送対象および地域の関連主体の参加

がないと成立し難いものである。図１で示すように、鉄道、バスなど既存

の公共交通事業者は①～⑤の生産要素を所有ないし占有し、輸送対象の乗

り合わせ・詰め合わせの形で移動の実現（交通サービスの生産）を果たし

ている。一方、新しく誕生したシェアリングモビリティは、既存の公共交

通と違い、輸送具、通路（駐車スペースを含む）、労力、情報など、①～

⑤の生産要素の部分的共有（シェア）を原則とするものであり、交通サー

ビスの商品生産と自己生産の中間的なものとして位置づけられる 4。この

ように、シェアリングモビリティや MaaS 実践を代表とする次世代交通サ

ービスは、図１で示す交通サービスの生産要素①の情報の共有と➁～⑤の

部分的共有による移動の実現であり、輸送対象および①～⑤生産要素の共

有に関わる地域主体の協働参加から生み出されたものとして解釈しうる。

 
2  「九州 MaaS グランドデザイン（完全版）」 p.8。Montréal (2019)参照。  
3  衛藤（ 2003）、 pp.3-4。  
4  衛藤（ 2003）、 pp.26-28、 pp.44-47。  
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交通はもともと人間の意思ないし行為から生み出されるものであり、その

サービス生産は、交通事業者、輸送対象および地域の関連主体の参加がな

いと成立し難いものである。図１で示すように、鉄道、バスなど既存の公

共交通事業者は①～⑤の生産要素を所有ないし占有し、輸送対象の乗り合

わせ・詰め合わせの形で移動の実現（交通サービスの生産）を果たしてい

る。一方、新しく誕生したシェアリングモビリティは、既存の公共交通と

違い、輸送具、通路（駐車スペースを含む）、労力、情報など、①～⑤の

生産要素の部分的共有（シェア）を原則とするものであり、交通サービス

の商品生産と自己生産の中間的なものとして位置づけられる。  

このように、シェアリングモビリティや MaaS 実践を代表とする次世代

交通サービスは、図１で示す交通サービスの生産要素①の情報の共有と➁

～⑤の部分的共有による移動の実現であり、輸送対象および①～⑤生産要

素の共有に関わる地域主体の協働参加から生み出されたものとして解釈

しうる。  

２．モビリティの統合と MaaS について  

MaaS は概して言えば、マルチモーダルモビリティサービスのデータ統合

を前提とする公共交通の DX のことであり、これに関する国内外の主な解釈

を簡単に整理すると、表１のとおりである。  

 

表 1 MaaS に関する解釈 - 

解釈者  MaaS に関する解釈  ポイント  

フィンラン

ドの

Heikkila(20

14) 

「競合するモビリティオペレータ市場において、モビリティサー

ビスを個別かつ、柔軟なサービスとして提供する組織は Mobility 

as a Service (MaaS)と呼ばれる。MaaS は、モビリティオペレータ

がモビリティサービスを包括的に提供する状況を指す。モビリティ

オペレータが提供するさまざまなサービスは、あらゆる移動の需要

を満たすため、自動車を所有する必要性が低くなる。」  

モ ビ リ テ ィ オ ペ レ ー タ が モ

ビ リ テ ィ サ ー ビ ス を 包 括 的

に提供  

（価値創出志向）  

ITS 業界標

準を定義す

るヨーロッ

パの高度道

路交通シス

テム組織

(ERTICO)

（ 2018）  

「さまざまな形態の交通サービスを統合し、オンデマンドでアク

セス可能な単一のモビリティサービスとして提供することである。

ユーザーにとっての MaaS の価値は、複数のチケット発券や支払い

の操作の代わりに、アプリケーションを通じた単一の支払いチャネ

ルで、モビリティへのアクセスを提供することである。MaaS の目

的は、自動車所有への依存に代わる、便利で柔軟、かつ信頼性が高

く、より安価な移動手段を提供することである。」「個人のニーズに

応じて、オーダーメイドのモビリティソリューションを提供するこ

と」  

ア プ リ ケ ー シ ョ ン を 通 じ た

単一の支払いチャネルで、モ

ビ リ テ ィ へ の ア ク セ ス を 提

供  

（価値創出志向）  

公共交通の

利用推進を

「 MaaS とは、稼働中のモビリティと効率的な公共交通システム

を基盤に、さまざまな交通サービス（公共交通機関、ライドシェア、

オ ー ダ ー メ イ ド の サ ー ビ ス

は、ユーザーの移動の需要に
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謳う非営利

組織である

国際公共交

通連合

（ UITP）

（ 2019）  

カーシェア、自転車シェア、スクーターシェア、タクシー、レンタ

カー、ライドヘイリングなど）を統合し、単一のデジタル化したモ

ビリティサービスとして利用することである。このオーダーメイド

のサービスは、ユーザーの移動の需要に基づいて最適な解決策を提

案する。MaaS はいつでも利用可能であり、計画、予約、決済から

乗換案内までを提供することで、自動車を持たなくても、簡単に移

動し、生活することができるようになる。」  

基 づ い て 最 適 な 解 決 策 を 提

案  

（ 価 値 創 出 + 地 域 の 課 題

解決志向）  

国土交通省

総合政策局  

公共交通・

物流政策審

議官部門

（ 2023）  

「新たなモビリティサービスである MaaS は、地域住民や旅行者

一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対応して、複数の公共交

通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて、検索・予約・

決済等を一括で行うサービスを基本としながら、我が国の様々な地

域で多様な取り組みが進んでいる。」  

複 数 の 公 共 交 通 や そ れ 以 外

の 移 動 サ ー ビ ス を 最 適 に 組

み合わせて、検索・予約・決

済等を一括で行う  

（ 価 値 創 出 + 地 域 の 課 題

解決志向）  

総 務 省 情 報

流 通 行 政 局  

情 報 通 信 政

策 課 情 報 通

信 経 済 室

（ 2018）  

「電車やバス、飛行機など複数の交通手段を乗り継いで移動する

際、それらを跨いだ移動ルートは検索可能となりましたが、予約や

運賃の支払いは各事業者に対して個別に行う必要があります。この

ような仕組みを、手元のスマートフォン等から検索～予約～支払を

一度に行えるように改めて、ユーザーの利便性を大幅に高めたり、

また移動の効率化により都市部での交通渋滞や環境問題、地方での

交通弱者対策などの問題の解決に役立てようとする考え方の上に

立っているサービスが MaaS です。」  

ユーザーの利便性向上、移動

の 効 率 化 に よ り 地 域 交 通 の

課 題 解 決 に 役 立 て よ う と す

るサービス  

（ 価 値 創 出 + 地 域 の 課 題

解決志向）  

注：筆者作成。  

資料：Heikkilä, S.,  (2014), ERTICO (2018)  ,UITP (2019). 国土交通省総合政策局  公共

交通・物流政策審議官部門（ 2023）、総務省情報流通行政局  情報通信政策課情報通信経

済室（ 2018）。  

 

表１で示すように、解釈者の立場や視点の違いから MaaS 関連の解釈を大

きく 2 タイプに分けられると考える。1 つは、ユーザーの利便性向上による

公共交通の利用意欲の増進（＝価値創出）に着目し、ユーザーの視点から考

えた MaaS であり、市場の力を重要視する MaaS 解釈となる。もう１つは、

地域の課題解決に活用しうる手段の１つとして MaaS を考え、地域、または

まちづくりの視点から考えた課題解決志向の MaaS であり、地域全体のあり

方を考えるための MaaS 解釈となる 5。  

市場を重んじる MaaS は、既存公共交通を軸とするマルチモーダルモビリ

ティサービスのデータ統合によるシームレスな移動を基本とし、交通サービ

スの自己生産の機会費用（運転に費やす労力、時間、燃料費、駐車料金、保

険料、メンテナンスおよび修理費用、輸送具や燃料の関係諸税など）を上回

る価値の創出を目指している。その基本的な考え方について、橘 (2023)は「日

常交通に対する旅行代理店」 6のようなサービスであると指摘する。  

 
5  Rural MaaS 実践によるまちづくりの欧州事例について、 Jenni Eckhardta, et al.  

(2018)、Bauchinger,  Lisa, et al.  (2021)参照。  
6  橘（ 2023）、 p.88。  
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これに対して、地域における課題解決を考える MaaS は、既存の公共交通

を軸とするマルチモーダルモビリティサービスのデータ統合を機に、地域に

点在し、移動目的となりうるあらゆる関連サービスとのデータ連携を図り、

交流人口や定住人口だけでなく、地域と多様に関わる人々という関係人口  を

含めた交通まちづくりを目指すものであり、地域における人と物の流れの創

出およびその効率化による地域活性化や、人と社会のウェルビーイングの向

上を最終目的とするものである。  

３．MaaS の政策的インプリケーション  

交通統合に関する代表的な解釈として、欧州委員会の委託研究、 NEA, 

OGM and TSU（2003）の「純社会的便益を増大させることを目的として、

交通システムの構成要素の計画と提供、交通手段、経営形態、運輸事業者、

関連機関を超えて一体化する組織的なプロセスである」 の定義がある。John 

Preston(2012)は、経済協力開発機構（OECD）  の『シームレス交通のため

の統合』でこの定義を再び提起し、「公共交通情報の統合」「公共交通サービ

スの統合」「公共交通運賃の統合」から「公共と私的交通の統合」「旅客輸送

と貨物輸送の統合」「交通事業者の統合」さらに「土地利用との統合」「教育、

健康社会福祉サービスとの統合」「環境、経済政策との統合」といった交通政

策の施策レベルから政策目標レベルまでの 9 つの段階的統合による「統合さ

れた持続可能な交通」の達成を描き、交通統合の最終目標として掲げた。そ

の後、IoT と AI 技術の進歩により、配車アプリ、シェアリングモビリティが

登場し、共有（シェア）の概念が一般的な体験となり世界各地で浸透され、

モビリティ情報の統合による交通の更なる効率化の可能性が見えたゆえ、

MaaS という施策レベルでの交通統合のデジタルバージョンの解釈が生まれ

た。  

このように、第 2 次交通革命時に鉄道の救済策として考案された国内の「交

通調整論」、1990 年代以降「国における総合化の放棄」を背景とした、施策

レベルでの旅客と貨物輸送におけるモード間の連携による輸送効率・効果の

改善を考える「公共交通のシームレス化」と「インターモーダル輸送」、さら
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に、欧州諸国から流入した交通政策の施策レベルから政策目標までの“ボト

ムアップ型”の段階的統合による「持続可能な交通」の達成という意味での

「交通統合」の考え方という 3 つの解釈から、交通モード間の関係整理、発

展と融合を意図とする解釈の循環を確認できる。そして、施策レベルの MaaS

には、交通モード間の関係整理、関係構築だけでなく、地域に適合した交通

まちづくり、持続可能な地域社会づくり、地域再生に関わりの部分も含まれ

ており、多元的視点を有するものとなる。  

 

Ⅳ  おわりに  

本研究は交通革命に立ち向かうための交通政策のあり方を考えるため、交

通サービスの進化、次世代交通サービスの意味を明らかにし、第 2 次交通革

命時に論じられていた交通調整論の経験知を踏まえ、「解釈の循環」の概念か

ら、スマートシティの基軸になり得る MaaS の政策的インプリケーションを

考察した。  
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